
事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

【補助対象主体及び補助率】
① 都道府県、市町村単独　及び　都道府県、政令市、中核市から成る連携主体
（補助率：１／３）
② ①以外の連携主体、合併市町村及び沖縄県、沖縄県内の市町村
（補助率：１／２）
（注）合併市町村については、合併年度及びこれに続く一年度に限る。
③ 離島　　　　（補助率：２／３）
④ 第三セクター（補助率：１／４）

地域の特性に応じた情報通信基盤の整備を支援し地域間の情報格差(デジタル・ディバイド)を是正するとともに、その
利活用を促進することにより、地域住民の生活の向上及び地域経済の活性化を図る。

実施状況

予算の状況
（単位:百万円）

05,700

111% 37% 13%

地方公共団体（１４８箇所）へ交付決定及び額を確定。（平成２１年度）

6,345

事業番号 0088

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　　(総　務　省)
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【１９年度】
前年度繰越額　４，８１３百万円（１８年度より）、１９年度予算額　５，７００百万円
年度内執行額　６，３４５百万円(繰越分　３，６９４百万円、１９年度分　２，６５１百万円）
翌年度繰越額　２，９１０百万円（２０年度へ）
【２０年度】
前年度繰越額　２，９１０百万円（１９年度より）、２０年度予算額　１６，７２４百万円
年度内執行額　６，１７７百万円(繰越分　２，４２２百万円、２０年度分　３，７５５百万円）
翌年度繰越額　１０，９８９百万円（２１年度へ）
【２１年度】
前年度繰越額　１０，９８９百万円（２０年度より）、２１年度予算額　８７，１５４百万円
年度内執行額　１１，２８４百万円(繰越分　８，９４８百万円、２１年度分　２，３３６百万円）
翌年度繰越額　８１，１４７百万円（２２年度へ）

87,15416,724

事業開始
年度

平成１８年度
地域情報通信基盤整備推進事業

（地域情報通信基盤整備推進交付金）

関係する計
画、通知等

総務省設置法第4条第63号

執行率

総事業費(執行ベース)

地域情報通信基盤整備推進交付金については、平成２１年度までに、市町村へ内示した整備事業により、ブロードバン
ド・ゼロ地域の解消という目標は達成される見込みであることから、平成２２年度における予算要求を行っていない。つ
いては、平成２１年度までに市町村へ内示した整備事業について、今後、額の確定時において使用した経費について、
引き続き、十分な精査を行うことが必要。

20,454 19,719

支出先については地方公共団体であり、使途については申請段階で経費の内訳を提出させるとともに、額の確定時に
おいても再度使用した経費について、精査するものであることから、十分に把握できている。

36,146

会計区分

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

担当課室 地域通信振興課

上位政策

課長　秋本　芳徳情報流通行政局

一般会計

担当部局庁

ユビキタスネットワーク整備費

22年度 23年度要求19年度 20年度 21年度

執行額

予算額(補正後） 0

6,177 11,284



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

て補足する)
(単位:百万円)

総務省

１１，２８４百万円

地域情報通信基盤整備推進交付金事業に

ついて、交付申請及び実績報告の審査を

実施。

Ａ．地方公共団体

（１４８団体）

１１，２８４百万円

地域情報通信基盤整備推進交付金事業を

実施。



費　目

A.秋田県由利本荘市 E.

使　途 金　額
(百万円）

受信アンテナ・ヘッドエンド・伝送
設備等

ＩＣＴ関連機
器及び資材
費

348

費　目 使　途 金　額
(百万円）

設計費等 調査設計費等 53

計

費　目 使　途 金　額
(百万円）

0計 510

B. F.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

0

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

計 0 計

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

金　額
(百万円）

費　目

0

D. H.

計 0 計

使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途

0計 0 計

ＩＣＴ関連機
器設置工事
費

受信アンテナ・ヘッドエンド・伝送
設備等

109



支出額
（単位：百万円）

1 秋田県 由利本荘市 510

2 島根県 大田市 367

3 京都府 与謝野町 344

4 徳島県 阿南市 321

5 愛媛県 宇和島市 318

6 愛知県
連携主体（設楽町、東
栄町、豊根村）

254

7 広島県 東広島市 246

8 山口県 岩国市 238

9 鳥取県 岩美町 233

10 山口県 宇部市 228

地域情報通信基盤整備推進交付金

支出先



地域情報通信基盤整備推進交付金

地域の特性に応じた情報通信基盤の整備を支援し、地域間の情報格差（デジタルディバイド）を是正
するとともに、地域住民の生活の向上及び地域経済の活性化を図る。

⇒ＦＴＴＨ、ケーブルテレビ、ＡＤＳＬ、衛星など地域間の情報格差是正に必要となる施設を幅広く支援の対象と
することにより、地域の柔軟かつ効率的なＩＣＴ基盤整備を推進。

（１） 交付対象主体及び交付率

① 条件不利地域に該当する市町村 １／３

（注） 条件不利地域とは、過疎、辺地、離島（奄美及び小笠原を含む。）、半島、山村、豪雪及び沖縄県のこれらに類する地域をいう。

② 上記①を含む合併市町村又は連携主体 １／３

（注）合併が行われた日の属する年度及びこれに続く３年度に限り交付対象とする。

③ 第三セクター法人 １／４

（２） 交付金の交付

下記①からサービスを決定する主要な施設を選択し、それに附帯して効用

を発揮する施設を②から必要な範囲で選択することで、地域に最も適したＩＣＴ

基盤整備を推進。

① 対象施設 ： アンテナ施設、ヘッドエンド、鉄塔、光電変換装置、無線

アクセス装置、デジタル加入者回線多重化装置、衛星地

球局、海中中継装置、海底分岐装置 等

② 附帯装置 ： センター施設、受電設備、電源設備、伝送施設、

監視装置、構内伝送路、送受信装置 等
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